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問総務課 58-3700

10月１日から、役場の開庁時間を短縮しました。今回の変更は、窓口の利用状況やデジタル化の推進、�
他自治体の取り組みなどを踏まえ、より便利で利用しやすい行政サービスの提供と、効率的な窓口業務の�
実現をめざすものです。町民の皆さまにはご不便をおかけする場合もありますが、これからも町民サービス�
の向上に努めてまいりますので、ご理解とご協力をお願いいたします。

変更前　午前８時30分から午後５時15分まで

10月１日から 役場庁舎などの

開庁時間・電話受付時間
が変わりました

⃝役場総合庁舎（本館および西館）
⃝竜王町防災センター
⃝竜王町ふれあい相談発達支援センター
※竜王こども園、図書館、公民館は対象外です。

対象施設

午後４時45分から翌朝午前９時00分までは自動音声案内になります。
開庁時間外で緊急の場合は、代表電話（58-3700）へおかけください。電話受付

住民票の写しや所得証明書などの各種証明書は、マイナンバーカード
を利用して、全国のコンビニエンスストア（ファミリーマート・ローソ
ン・セブン-イレブン）に設置されているマルチコピー機で取得できます。

各種
手続き

午前９時00分から

午後４時45分まで

令和７年度会計別の決算状況

特
別
会
計

会計名 歳 入 歳 出 差 引
国民健康保険事業（事業勘定） 10億7426万円 10億5921万円 1505万円
国民健康保険事業（施設勘定・医科） 821万円 821万円 ０円
国民健康保険事業（施設勘定・歯科） 5764万円 5747万円 17万円
学校給食事業 6785万円 6735万円 50万円
介護保険 ９億7660万円 ９億3660万円 4000万円
後期高齢者医療 １億8322万円 １億8253万円 69万円
土地取得 １万円 １万円 ０円

合　計 23億6779万円 23億1138万円

企
業
会
計

会計名 収 入  支出 差 引
水道事業〔収益的収支〕 ３億5592万円 ３億4258万円 1334万円
水道事業〔資本的収支〕 501万円 9980万円 ※1 －9479万円
下水道事業〔収益的収支〕 ５億1357万円 ４億7314万円 4043万円
下水道事業〔資本的収支〕 ２億4717万円 ４億1385万円 ※2 －１億6668万円

※１ 不足分は当年度分消費税資本的収支調整額
479万円と、当年度分損益勘定留保資金6274
万円および当年度利益剰余金2726万円で補填
※２ 不足分は当年度分消費税資本的収支調整額
940万円と、当年度分損益勘定留保資金１億
4801万円および当年度利益剰余金927万円で
補填

　中心核整備に伴う工事費やふるさと納税返礼品などの
支出の増加により財政調整基金の残高は、前年度から6.1
億円減少したものの、ふるさと納税寄附金などの増加に
より将来の施設整備や今後の財政需要の増加に備えた特
定目的基金の残高は、前年度から7.8億円増加しました。

　町債残高は前年度から13.5億円増加しました。これに
ついては、財源不足に対処するための臨時財政対策債※の
発行額が償還額を下回ったものの、中心核整備などに伴
う普通建設事業費の増加により実質的な町債の発行額が
償還額を上回ったことによるものです。
※�もとは地方交付税の一部で、国の財源不足額を国と地方が折半し、

地方分について各団体で起債を発行して補填することとされてい
ました。その償還に要する費用は後年度の地方交付税で措置され
ることから「交付税の後払い」ともいわれる制度です。

一般会計における基金残高の推移
■ 特定目的基金　■ 減債基金　■ 財政調整基金

25.6億円
19.2億円

33.4億円

37.1億円36.2億円
38.9億円

2.4億円

3.2億円

2.5億円
13.8億円

3億円
9.1億円

一般会計における町債残高の推移
     ■ 臨時財政対策債　■ 実質的な町債

35.1億円

55.1億円
70.4億円

16.5億円

14.6億円

12.8億円

51.651.6億円億円

69.769.7億円億円

83.283.2億円億円

基 金 町 債

　町の財政状況が良好であるかどうかを示すものの一つに健全化判断比率があります。以下の４つの比率をまとめ
て健全化判断比率と呼び、竜王町の比率は、いずれも基準以下になっており、財政状況は良好といえます。

竜王町
早期健全化

基準※1
財政再生
基準※2令和

６年度
令和

７年度
❶実質赤字比率 ― ―   15% 20%
❷連結実質赤字比率 ― ―   20% 30%
❸実質公債費比率   3.7%   3.7%   25% 35%
❹将来負担比率 29.1% 42.1% 350% ―

※１ 自主的な改善努力による財政健全化が必要な状態※１ 自主的な改善努力による財政健全化が必要な状態
※２ 国などの関与による確実な再生が必要な状態※２ 国などの関与による確実な再生が必要な状態

財政指標

用語解説
⃝�実質赤字比率・連結実質赤字比率…一般会計や特別会計などが

赤字かどうかを示すもの。黒字のため①②の比率は算定されま
せんでした。
⃝�実質公債費比率…年間収入（一般財源）に借金の返済額が占める

割合を示すもの。
⃝�将来負担比率…今後返済が必要な借金などの総額が、通常見込ま

れる収入に占める割合を示すもの。令和７年度は、中心核整備事
業などに係る地方債発行により町債残高が増加したことから、
13ポイント上昇しました。
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